ナイトタイムコンテンツ造成推進事業補助金交付要綱
（趣旨）
第１条　この要綱は、滞在型観光の推進及び観光における消費の拡大を目的として、夜の観光コンテンツ（以下「ナイトタイムコンテンツ」という。）の造成を推進することを目的とするナイトタイムコンテンツ造成推進事業補助金（以下「補助金」という。）を予算の範囲内で交付することに関し、鳴門市補助金等交付条例（平成１３年鳴門市条例第３６号。以下「条例」という。）及び鳴門市補助金等交付条例施行規則（平成１４年鳴門市規則第１号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。
（定義）
第２条　この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。
⑴　ナイトタイム　概ね１８時から翌日６時までの時間帯をいう。
⑵　ナイトタイムコンテンツ　ナイトタイムに提供される滞在型観光の推進を目的としたコンテンツをいう。
（補助対象事業）
第３条　補助の対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）は、ナイトタイムコンテンツを造成する事業であり、補助事業終了後も継続的な実施が見込まれる事業とし、次に掲げるすべての要件を満たすものとする。
⑴　新規の事業で集客が見込まれるもの又は過去に実施したことのある事業のうち、内容の磨き上げ又は拡充が行われ、市内外から更なる誘客が見込まれるもの
⑵　鳴門市が共催していないもの
⑶　鳴門市内で行われるもの
⑷　同一事業について他の補助金の交付を受けていないもの
２　前項の規定にかかわらず、次のいずれかに該当するときは補助対象事業としない。
⑴　政治的又は宗教的活動を目的とするもの

⑵　その他市長が不適当と認めるもの
（補助対象者）
第４条　補助金の交付を受けることができる者（以下「補助対象者」という。）は事業を営む法人、団体または個人事業主であって、補助事業終了後も継続して当該コンテンツの提供に努め、次の各号のいずれにも該当しない者とする。
⑴　代表者、役員又は使用人その他従業員若しくは構成員等が鳴門市暴力団排除条例（令和２年鳴門市条例第１号）第２条に規定する暴力団員に該当する者
⑵　風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３年法律第１２２号）第２条第５項に規定する性風俗関連特殊営業を営む者

⑶　政治的又は宗教的活動に係る事業を行う者
⑷　その他市長が補助金の趣旨に照らして不適当と認める者
（補助対象経費び限度額等）
第５条　補助金の交付の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）、補助率及び限度額は、別表１に定めるとおりとする。ただし、次の各号のいずれかに該当するときは、補助対象外とする。
⑴　対象事業に直接関係のない経費
⑵　交付決定前に発生した経費
⑶　対象事業を行う者における経常的な経費
⑷　補助対象事業者の会食費、弁当代等の飲食費
⑸　補助対象事業の用に使用したことが明確でない経費や領収書等により支払ったことを明確に確認することができない経費
（補助金の交付申請）
第６条　補助対象者は、補助金の交付の申請をしようとするときは、市長が定める申請期限までにナイトタイムコンテンツ造成推進事業補助金交付申請書（様式第１号）に必要事項を記入し、次に掲げる書類を添えて市長に申請しなければならない。この場合において、当該補助金の申請は１補助対象事業者につき当該年度１回を限度する。
⑴　事業の事業計画書
⑵　事業の収支計画書
⑶　事業にかかる経費の見積書
⑷　賃借物件を使用する場合は賃貸借契約書の写し
⑸　その他市長が必要と認める書類
（補助金の交付の決定）
第７条　市長は、前条の規定による補助金の交付の申請があったときは、当該申請の内容を審査し、適当であると認めるときは、予算の範囲内において補助金の交付の決定をし、ナイトタイムコンテンツ造成推進事業補助金交付決定通知書（様式第２号）により、当該対象者に通知するものとする。
（交付申請の変更等）
第８条　申請者は、第６条の申請書の内容を変更し、又は廃止しようとするときは、ナイトタイムコンテンツ造成推進事業補助金変更等申請書（様式第３号）を市長に提出しなければならない。
２　前項の申請書の提出があった場合における交付の決定については、前条の規定を準用する。

　（補助金を交付しない旨の決定）
第９条　市長は、第６条の規定により提出された申請書を審査した結果、補助金の交付が不適当であると認めるときは、ナイトタイムコンテンツ造成推進事業補助金不交付決定通知書（様式第４号）により、補助金を交付しない旨を対象者に通知するものとする。
（実績報告）
第１０条　補助対象者は、補助対象事業を完了したときは、速やかにナイトタイムコンテンツ造成推進事業補助金実績報告書(様式第５号)に次に掲げる書類を添えて市長に提出することにより、実績報告をしなければならない。
⑴　補助金交付決定通知書の写し
⑵  事業の対象経費にかかる領収書等の写し
⑶　事業が分かる写真や書類等
⑷  事業の収支決算書
⑸  その他市長が必要と認める書類
（補助金額の確定）
第１１条　市長は、前条の規定により実績報告書の提出を受けたときは、その内容を審査し、適当であると認めるときは、交付すべき補助金の額を確定し、ナイトタイムコンテンツ造成推進事業補助金確定通知（様式第６号）により当該補助対象者に通知するものとする。
（補助金の交付請求）
第１２条　前条の規定による通知を受けた補助対象者は、補助金の交付を受けようとするときは、速やかにナイトタイムコンテンツ造成推進事業補助金交付請求書（様式第７号）を市長に提出しなければならない。

（補助金の交付）
第１３条　市長は、前条の規定による請求書の提出を受けたときは、これを審査し、適当であると認めるときは、補助対象者に当該請求額を交付するものとする。
２　市長は、前条の規定による請求の日から３０日以内に口座振り込みの方法により補助金を交付するものとする。
（関係書類の整備等）
第１４条　補助対象者は、補助対象事業の施行及び経費の収支に関する帳簿その他関係書類を整備し、当該補助対象事業の完了した日の属する会計年度の翌年度の初日から起算して５年間これを保管しなければならない。
（決定の取消し及び補助金の返還）
第１５条　市長は、補助対象者が次の各号のいずれかに該当するときは、補助金の交付の決定の全部又は一部を取り消すことができる。
⑴　偽りその他不正の手段により補助金の交付を受けたとき。
⑵　補助金の交付の内容に違反したとき。
⑶　その他市長が補助金を交付することが適当でないと認めたとき。
２　市長は、前項の規定により補助金の交付の決定を取り消した場合において、その取消しに係る部分に関し、既に補助金を交付しているときは、期限を定めてその返還を命ずるものとする。
（財産の処分の制限）
第１６条　補助対象者は、補助対象事業により取得し、又は効用の増加した財産を、市長の承認を受けないで、補助金の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、又は担保に供してはならない。ただし、補助対象者が補助金の全部に相当する金額を市に納付した場合又は５年を経過した場合は、この限りでない。

（調査）
第１７条　市長は、申請内容に疑義が生じたときは、現地調査等を行うことができる。
２　交付申請を行った対象者は、前項に規定する現地調査等に協力しなければならない。

（審査委員会）
第１８条　市長は、この要綱の目的達成に必要な意見を聴くとともに、公平・公正に補助事業者を選定するため、ナイトタイムコンテンツ造成推進事業補助金審査委員会（以下「委員会」という。）を置く。
２　委員会の運営に関し、必要な事項は別に定める。
（その他）
第１９条 この要綱に定めるもののほか、補助金の交付等に関し必要な事項は、市長が別に定める。
附　則
この要綱は、令和５年１１月１日から施行する。
附　則
この要綱は、令和６年６月１日から施行する。
附　則
この要綱は、令和６年８月３１日から施行する。
別表１　
	補助対象経費
	内訳
	補助率
限度額

	報償費
	専門家や出演者等に対する謝金　等
	３分の２以内
１００万円

	交通費
	専門家や出演者等の移動に要する運賃　等
	

	需用費
	印刷物、看板、消耗品の購入にかかる費用　等
	

	役務費
	郵送料、広告料、手数料　等
	

	委託料
	事業実施にあたり、他者に委託した方が効率的なものについて、委託するための必要な経費
	

	使用料及び賃借料
	会場借上料、ＯＡ機器借上料、その他機材等の借上料
	

	備品購入費
	主として事業の執行に要する備品の購入に要する経費
※補助対象経費の３分の２を上限とする
※汎用性がなく、事業の目的外使用になりえないものに限る
	

	その他
	その他市長が必要と認める経費
	


※交付額について１，０００円未満の端数が生じたときは、これを切り捨てる。

様式第１号（第６条関係）
ナイトタイムコンテンツ造成推進事業補助金交付申請書
年　　月　　日
（宛先）
　鳴門市長
住　　　　所　　　　　　　　　　　　　
申請者　　　申請者の名称　　　　　　　　　　　　　
代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　
　　担当者名　　　　　　　　　　　　　　　
連絡先TEL　　　　　　　　　　　　　　 
　ナイトタイムコンテンツ造成推進事業補助金交付要綱第６条の規定により次のとおり申請します。ナイトタイムコンテンツ造成推進事業補助金交付要綱の記載内容を遵守します。
１．事業の情報
	事業名
	

	実施場所
	

	実施時期
	

	事業内容
	

	期待される
効果
	


２．交付申請額　
　　　　　　　　　　　　　　円　
※1,000円未満の端数が生じたときは、切り捨ててください。　　　
　３．添付書類
　　　⑴　事業の事業計画書
⑵　事業の収支計画書
⑶　事業にかかる経費の見積書
⑷　賃借物件を使用する場合は賃貸借契約書の写し
⑸　その他市長が必要と認める書類
様式第２号（第７条関係）　　　　　　　　　　　　　　　　　　鳴門市指令第　　　号
年　　月　　日
　　　　　　　様
鳴門市長　　　　　　　　　印　
ナイトタイムコンテンツ造成推進事業補助金交付決定通知書
　　　　　年　　月　　日付けで申請のあったナイトタイムコンテンツ造成推進事業補助金の交付について、ナイトタイムコンテンツ造成推進事業補助金交付要綱第７条の規定により、下記の通り決定しましたので通知します。
記
１　交付決定額　　　　　　　　　　　　　　円
以上
様式第３号（第８条関係）
ナイトタイムコンテンツ造成推進事業補助金変更等申請書
年　　月　　日
（宛先）
　鳴門市長
住　　　　所　　　　　　　　　　　　　
申請者　　　申請者の名称　　　　　　　　　　　　　
代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　
　　担当者名　　　　　　　　　　　　　　　
連絡先TEL　　　　　　
　　　　　　　　 
　　　　年　月　日付け　　第　　号で交付決定のあった補助事業について、次の通り変更したいので、ナイトタイムコンテンツ造成推進事業補助金交付要綱第８条第１号の規定により、次の通り申請します。
１．変更または廃止の内容とその理由
２．補助金の交付の指令番号　　　年　月付け　　鳴門市指令第　　号
３．既交付決定額　　金　　　　　　円
４．変更交付申請額　金　　　　　　円
５．関係書類
　　⑴事業変更計画書
　　⑵変更収支予算書
※交付申請の添付書類に準じて、変更前と変更しようとする内容を比較記載した書面を　添付すること。
様式第４号（第９条関係）
　鳴　第　　　号
年　　月　　日
　　　　　　　様
鳴門市長　泉　　理　彦　
ナイトタイムコンテンツ造成推進事業補助金不交付決定通知書
　　　　　年　　月　　日付けで申請のあったナイトタイムコンテンツ造成推進事業補助金の交付について、下記のとおり補助金を交付しないことを決定しましたので通知します。
記
１　不交付決定理由　
以上
様式第５号（第１０条関係）


年　　月　　日

（宛先）
鳴門市長
住　　所　　　　　　　　　　　　　　
申　請　者　事業所の名称　　　　　　　　　　　　
代表者職氏名　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 担当者名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 連絡先TEL
ナイトタイムコンテンツ造成推進事業補助金実績報告書
　　　　　　　年　　月　　日付け鳴門市指令第　　　号をもって交付決定の通知があったナイトタイムコンテンツ造成推進事業補助金に係る補助対象事業を完了しましたので、ナイトタイムコンテンツ造成推進事業補助金交付要綱第１０条の規定により報告します。
	実施内容
（該当する番号に〇）
	１．交付申請書のとおり
２．その他（下記に内容記載）


	添付書類
	1 補助金交付決定通知書の写し
2 事業の対象経費にかかる領収書等の写し
3 事業が分かる写真や書類等

4 事業の収支決算書
5 その他市長が必要と認める書類

	補助対象経費
（税抜）
	　　　　　　　　　　　　　　　円

	補助金交付申請額
	　　　　　　　　　　　　　　　円


様式第６号（第１１条関係）
鳴　第　　　　　号　　
　年　　　月　　　日　　
　
　　　　　　　　　　　　　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　鳴門市長　　　　　　　　　　　印
ナイトタイムコンテンツ造成推進事業補助金確定通知
　　　　　年　　　月　　　日付けで実績報告のあったナイトタイムコンテンツ造成推進事業補助金について、ナイトタイムコンテンツ造成推進事業補助金交付要綱第１１条の規定により下記のとおり確定しましたので通知します。
記
１．補助金の名称　ナイトタイムコンテンツ造成推進事業補助金
２　交付決定額　　　　　　　　　　　　　　円
３　確定額　　　　　　　　　　　　　　円
様式第７号（第１２条関係）

年　　月　　日

（宛先）
鳴門市長
住　　所　　　　　　　　　　　　　　
申　請　者　事業所の名称　　　　　　　　　　　　
代表者職氏名　　　　　　　　　　　印
担当者名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 連絡先TEL
ナイトタイムコンテンツ造成推進事業補助金交付請求書
　　　　　　年　　月　　日付け鳴門市指令第　　　号をもって交付決定の通知があった補助金について、ナイトタイムコンテンツ造成推進事業補助金交付要綱第１２条の規定により、下記のとおり請求します。
記
１　補助金の名称　ナイトタイムコンテンツ造成推進事業補助金
２　請求額　　　　　　　　　　　　　　円
３　振込先　金融機関名　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　
　　　　　　　　　支店名　　　　　　　　　　　　　　支店
　　　　　　　　　預金種別　　　　普通　・　当座　　　　　
	
	
	
	
	
	
	


口座番号　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　（右詰記入）
　　　　　　　　　口座名義　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　（カタカナ記入）
※振込先口座は、個人にあっては申請者個人、法人にあっては当該法人が名義人である口座を記載してください。
※口座情報に誤りがある場合は入金できないことがありますので、通帳内容をよくお確かめの上ご記入ください。
